


も長期間にわって闘病生活を送ることになる。

及びその治療の影響で極めて全身状態が悪く、そのような中で今後も闘病生活を続

及びその所在地を、遅滞なく弁護人を通して裁判所に報告する。

顧問契約は和2年3月31日に期間満了により終了している。）、その他

被告会社に一切関与しない。
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：

被告人は現時点で満72歳であり、高血圧及び糖尿病の既往症がある上に、胃癌

けていかなければならないものであって、罪証隠滅行為など行える状態ではない。

これらのことからも、被告人が罪証隠滅行為に及ぶことなどあり得ないことは明

らかである。

（6）保釈条件

以上のとおり、本件において罪証隠滅の現実的かつ具体的な可能性は全くない

ものであるが、被告人は、罪証隠滅をしないことをより確実に担保するため、以

下の対処を行う予定である。なお、下記③では、事件関係者から被告人の二男で



⑤ 通話、メール及びインターネットの使用履歴を、必要に応じて、弁護人を

通して裁判所に報告する。

役員・従業員と接触することも、電話やメール等の手段によって接触することも

ことはない。そして、被告人の居所から被告会社に移動するには相当程度の時間

がかかるから、監督者である妻に隠れてこれを行うことは困難であるし、電話や

以後保釈や勾留執行停止が認められなくなって十分な治療を受けられなくなる可

能性があり、そうなればまさに命に関わるのであるから、再度の身体拘束は被告

せる可能性はない。そして電話やメール等による接触がなされれば記録が残るこ



防ぐことができないのは、日産自動車会長の海外逃亡によっても明らかである」

不足によるのであるから、よもやこれらの職員らが同じ過ちを繰り返すとも考え

亡のために第三者と何らかの方法で何かしらの連絡をしていたとしても、同会

とはあり得ないといえる。

が認められる。

1 万が一、刑事訴訟法第89条第4号に該当するとしても、職権による保釈（同
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等と述べている（別紙27：6月19日付け保釈求意見書別紙・3枚目）。しかし、

そもそも日産自動車元会長の海外逃亡は、報道等によれば、いわば究極とも言っ

てよいほどに綿密な計画の下、高度な特殊技能を持つ協力者の関与によってよう

やく敢行されたものであり、常識的に考えて同種の逃亡が再発するとは考え難く

（付言すれば、この逃亡が果たされたのは、最終的には空港等の職員のチェック

・られない。）、被告人と日産自動車元会長とを比較すること自体、その社会的地位、

影響力、財力、国籍の観点から失当至極といえる上、日産自動車元会長が海外逃

長が保釈条件の下、他の同様の保釈条件を課された相被告人と口裏合わせのため

に通謀したとの事実は認められていないはずであり、検察官の意見は飛躍が甚だ

しく、端的に言えば「言いがかり」に過ぎない。本件では、上記のとおり、他の

相被告人らにも被告人と同様の厳しい保釈条件を課せば、罪証隠滅行為に及ぶこ

2 結論
以上のとおりであるから、被告人に「罪証隠滅をすると疑うに足りる相当な理

由」は認められず、本件は刑訴法第89条第4号に該当しないから、必要的保釈

第3仮に必要的保釈に該当せずとも、職権による保釈が相当である

法第90条）が相当である。

2被告人は、肝臓への転移を伴う進行胃癌を発症し、現在 店院に入

院して化学療法による治療を受けている（別紙30：診断書、別紙32：診断書、

別紙34：聴取報告書）。当初は1ヶ月の入院の予定であったが（別紙32：診



っていない。
仮に化学療法が奏功して退院できたとしても、最低6ヶ月間は

院にて通院加療を行うことが予定されており、その期間については「出血による

期間にわたる闘病生活を送ることになる状況である。

月11日から現在まで8ヶ月以上もの長期にわたる身体拘束の負担を受け、体力

5日から同年10月1日にかけて合計1200ccの輸血を必要とする程の貧血症
状が生じ、同年11月10日に至っても「出血性貧血」と診断されているとおり

状態は著しく悪化しており、心身ともにもはや限界である。

多大な副作用を伴う化学療法に耐えられるか不明であり、万が一、化学療法に

耐えられないということになると、余命幾ばくもない状態に陥ってしまう。

3 以上のとおり、全身状態が悪化しており、かつ化学療法の副作用である白血球

数の減少によって感染症防止のため人との接触を極力避けなければならない被告

人を再度拘置所に身体拘束下に置くことは、被告人の命を絶つことに等しいもの

である。
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…・

断書）、発熱のため入院が延び（別紙34：聴取報告書）、現在退院の目処は立

病

急変や化学療法の副作用が念されるため、通院時間以外は自宅での安静を要す」

ると診断されている（別紙32：診断書）。悪念されている化学療法の副作用と

は、主に白血球数の減少及びこれにより感染症のリスクであり、感染症防止のた

め人との接触を極力避けなければならない（別紙34：聴取報告書）。

さらに、肝臓への移転を伴う進行性の胃癌という重篤な疾病であることから、

上記最低6ヶ月間の通加療で治療が尽きるものではなく、その後も年単位の長

被告人は満72歳と高齢で、高血圧症，糖尿病等の既往症もある。令和2年3

が極めて低下している。その上、進行癌からの出血によって、令和2年9月2

改善の兆しはない（別紙32：診断書）。胃癌の影響はもとより、高齢であるこ

と、既往症、長期間の身体拘束による負担、出血性貧血等により、被告人の全身

そうでなくとも、高齢の被告人が肝臓転移のある進行胃癌を発症していること

から、医師より、化学療法が奏功しても余命3年程度との告を受けている。



染者数は再度激増しており、しかも東京都での感染者が最も多く確認されている

のであるから、このような状況下においては、新型コロナウイルスに感染する危

険性、それによる死亡の危険性は依然として重大な問題として認識されねばなら

実上不可能であり、拘置所管理者の対応によって感染を防ぐことも期待できない。

のとなっている。）。そのような状況下で、胃癌を発症しかつ化学療法の副作用

措置をとるというのでは遅きに失するのである。

病院に入院しているが、被告

がら闘病している状況である。

全身状態が悪化しており、かつ化学療法の副作用である白血球数の減少によっ

に身体拘束下に置くことは、被告人の命を絶つことに等しく、被告人及び家族の

不安は極めて切実なものである。

被告人を保釈して上記の不安を払拭した上で治療に専念させ、少しでも体調を
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特に、現在もなお、新型コロナウイルス感染症の収束の見通しが立っておらず

（現在、新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態言は解除されたものの、感

ない。）、しかも同感染症に対する有効な対策も未だ確立されていない。同ウイ

ルスは感染後症状が出るまでの潜伏期間にばらつきがあり、かつ無症状の保菌者

も存在し得るのであるから、感染者を事前に見つけ出し隔離措置をとることは事

それどころか、拘置所の職員自身が保菌者・感染者となって、被留置者に感染さ

せる危険すらあるのである（この危険は、過去に視庁赤坂替察署の警察官、同

武蔵野警察署の警察官及び大阪拘置所の刑務官が感染していたように、現実のも

で感染症のリスクが高い被告人を、不特定多数者との接触が不可避的に生じる勾

留生活を強いることは、被告人を強度の感染リスクにさらすのみならず、被告人

の生命への高度の危険を生じさせることに外ならない。感染・発症してから治療

4 現在、被告人は勾留執行停止を得て

人及びその家族は、勾留執行停止がいつまで継続するのか、もしかしたら入院中

あるいは通院加療になってから勾留執行停止が終了し治療中であるにもかかわら

ず再度身体拘束されるのではないかと、先の見えない身体拘束の不安とも戦いな

て感染症防止のため人との接触を極力避けなければならない被告人を再度拘置所



改善させて、胃癌の悪化を食い止めることが、被告人及び家族にとっても、本件

の刑事裁判にとっても必要不可欠である。

1通
1通
1通
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：

. 第4結語
以上より、被告人の保釈を直ちに許可されたい。

添付書類
1．誓約書
2． 身引受書（被告人の妻）

3. 身分証明書（被告人の妻）

以上



され勾留中ですが、保釈が許可された場合は、裁判所の指示に従って生活し、以下

ることを固く約束します。

病院に入院し、裁判所の許可な

⑤通話、メール及びインターネットの使用履歴を、必要に応じて、弁護人を通

して裁判所に報告する。

添付書類1

誓 約晝
令和2年11月27日

東京地方裁判所刑事部御中

私は、現在、外国為替及び外国貿易法違反の罪、及び関税法違反の罪により起訴

の条件その他裁判所の定めた保釈の条件を遵守すること、裁判の日には必ず出頭す

①
記
所在の自宅に居住または

所在の
＜外泊、旅行及び転居をしない。転医した場合、転医先の医療機関名及びそ

の所在地を、遅なく弁護人を通して裁判所に報告する。

② 大川原化工機株式会社の顧問に再就任せず、その他同社に一切関与しない。

③ 相被告人及び被告会社の役員及び従業員その他事件関係者（被告人の二男で



いて、東京拘置所に勾留されておりますが、保釈許可がありました場合、私が

いたします。

添付書類2

身元引受書

令和2年12月1日

東京地方裁判所刑事部御中

被告人 相 嶋 夫

上記被告人は、外国為替及び外国貿易法違反、及び関税法違反被告事件につ

被告人の身柄を引き受け、罪証隠滅、逃亡など決してさせないこと、被告人を
裁判所に出頭させること、保釈条件その他裁判所の指示に従わせることを誓約

（住所）

静岡県
（氏名）..相目嶋..
（被告人との関係）..妻



添付書類ろ

記入りな日は、

3.私は、高器を提供しません。

〔特記⅓； 年

（平成00年00月00日間5241-0公安委員会


